更 新　 
様　式　６　　　　　　　　
リサイクル資材認定更新申請書
令和　　年　　月　　日
　　　審査等機関の長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　下記認定資材について、沖縄県リサイクル資材評価認定制度実施要領第16条第2項に基づき
認定の更新を申請します。
	　　認定番号
	認定第　－　号

	　　認定資材名
	

	　　
　　認定年月日


	新規　平成    年    月    日

更新　令和　　年　　月　　日




· 原則、直近の認定証のとおり記載ください。記載内容に変更がある場合（代表者の変更等）は、変更届けの提出が必要です。

· 認定年月日は、新規だけでなく、更新も記載ください。
· 更新する認定（認定番号）毎にこの様式を作成して下さい。
· 更新内容確認票（別紙）を添付して下さい。
様　式  １１
関係法令手続き状況報告書
                                              　　　　　　　　  令和　　年　　月　　日
審査等機関の長　殿
                　　　　　　　　　　　　　　　        申請者
認定申請している製品の製造工場の立地場所について、次のとおり関係法令の手続き状況を報告します。
事業場の所在地： 

	
	関係法令等
	規制区域等
	確認状況

	1
	自然公園法
	該当する
該当しない
	

	2
	自然環境保全法
	該当する
該当しない
	

	3
	森林法
	該当する
該当しない
	

	4
	農業振興地域の
整備に関する法律
	該当する
該当しない
	

	5
	農地法
	該当する
該当しない
	

	6
	建築基準法
	該当する
該当しない
	

	7
	都市計画法
	該当する
該当しない
	

	8　
	沖縄県赤土等流出
防止条例
	該当する
該当しない
	

	9
	文化財保護法
	該当する
該当しない
	

	10
	その他
	該当する
該当しない
	


※　該当しないことを確認した場合は、確認した日付、担当課及び担当者、連絡先を記入すること
※　関係法令について手続き中である場合は、申請書等の写しを添付すること
※　「10 その他」については、申請者がその他の関係法令で調整した状況がある場合又は調整機関から特に指示がある場合に記載すること
関係法令一覧
○主要関係法令
	
	関係法令等
	調整機関

	1
	自然公園法
	県自然保護課

	2
	自然環境保全法
	

	3
	森林法
	県森林緑地課

	4
	農業振興地域の整備に関する法律
	市町村農振法担当課

	5
	農地法
	市町村農業委員会
市町村農地法担当課

	6
	建築基準法
	県建築指導課

	7
	都市計画法
	県都市計画・モノレール課
市町村都市計画課

	8
	沖縄県赤土等流出防止条例
	各保健所、環境保全課

	9
	文化財保護法
	市町村教育委員会
文化財担当課


○環境関連法令
	
	関係法令等
	調整機関

	1
	沖縄県生活環境保全条例
	各保健所

	2
	騒音規制法
	

	3
	振動規制法
	

	4
	悪臭防止法
	

	5
	大気汚染防止法
	

	6
	水質汚濁防止法
	

	7
	土壌汚染対策法
	

	8
	沖縄県環境影響評価条例
	　環境政策課


○その他関連法令
	
	関係法令等
	調整機関

	1
	沖縄県県土保全条例
	県土地対策課

	2
	都市緑地法
	県都市計画・モノレール課

	3
	鳥獣保護及び狩猟に関する法律
	県自然保護課

	4
	砂防法
	県海岸防災課

	5
	地すべり等防止法
	県海岸防災課

	6
	海岸法
	県海岸防災課

	7
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
	県海岸防災課

	8
	港湾法
	県港湾課

	9
	河川法
	県河川課

	10
	都市公園法
	県都市計画・モノレール課

	11
	沖縄県景観形成条例
	県都市計画・モノレール課


※　各法令の概要については、沖縄県土地対策課のウェブページにて閲覧することができます。また、市町村においても、独自の手続きが必要な場合があります、必ず各市町村に確認して下さい。
※　土地対策課の連絡先
TEL：098-866-2040、URL：http://www.pref.okinawa.jp/tochi/kiseiara.html
様　式  １１
関係法令手続き状況報告書
                                              　　　　　　　　  令和　　年　　月　　日
審査等機関の長　殿
                　　　　　　　　　　　　　　　        申請者
認定申請している製品のゆいくる材製造工場の立地場所について、次のとおり関係法令の手続き状況を報告します。
事業場の所在地： 

	
	関係法令等
	規制区域等
	確認状況

	1
	自然公園法
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、県自然保護課の○○氏に確認した。（連絡先：098-866-****）

	2
	自然環境保全法
	該当する
該当しない
	同上

	3
	森林法
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、県森林緑地課の××氏に確認した。（連絡先：098-866-****）

	4
	農業振興地域の
整備に関する法律
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、△△市○○課の□□氏に確認した。（連絡先：098-***-****）

	5
	農地法
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、農地転用許可申請を行い、現在手続き中である。
（申請書の写しを添付）

	6
	建築基準法
	該当する
該当しない
	使用する焼却施設について、令和＊＊年＊＊月＊＊日、確認を受けている。

	7
	都市計画法
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、△△市都市計画課の○△氏に確認した。
（連絡先：098-***-****）

	8　
	沖縄県赤土等流出
防止条例
	該当する
該当しない
	使用する施設の設置にあたって、令和＊年＊月＊日に届出済みである。

	9
	文化財保護法
	該当する
該当しない
	令和＊＊年＊＊月＊＊日、△△市教育委員会文化財担当課の○×氏に確認した。（連絡先：098-866-****）

	10
	その他
	該当する
該当しない
	非該当


※　該当しないことを確認した場合は、確認した日付、担当課及び担当者、連絡先を記入すること
※　関係法令について手続き中である場合は、申請書等の写しを添付すること
※　「10 その他」については、申請者がその他の関係法令で調整した状況がある場合又は調整機関から特に指示がある場合に記載すること
記載例








